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プライベート・ブランド商品に対するナショナル・
ブランド・メーカーの対応戦略に関する考察

浦上 拓也

Consideration of Reaction Strategy to Private Label by National Brand Manufacturers
Takuya Uragami
Kanagawa University

【要約】 ナショナル・ブランド（NB）とプライベート・ブランド（PB）の組合せによって成長を目

指すデュアル・ブランド戦略を、主要なNBメーカーが展開しつつある。デュアル・ブランド戦略の

条件は、強力な製品開発力とブランド力にあると思われるが、これはPBの浸透に対するNBメー

カーの対応策の１つでもある。本稿の目的は、NBメーカーのPBに対する対応戦略やその研究上の課

題を、Hock（１９９６）に基づいてあらためて検討することである。主に実証的な研究をレビューし検討

を行った。

PBラインの３層化が普及する中で、NBポートフォリオの再構築は新たな課題と考えられる。一方

で、PB浸透に対するイノベーションの実質的な効果、またPB製造受託の先行要因や効果などに関す

る実証的な研究は非常に少ない。各代替案の検討から、NBメーカーの対応は長期的な観点から把握

することが重要であると思われる。

【キーワード】 プライベート・ブランド ナショナル・ブランド 対応戦略 戦略代替案 PB製造受

託
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１．はじめに

寡占型消費財市場においては、プライベート・ブランド（PB）商品は浸透しにくいが、非寡占型

消費財市場においては、PB商品は浸透しやすいと言われてきた。しかし、主要なナショナル・ブラ

ンド（NB）メーカーが PB製造受託を行うようになってきたため、この生産の市場構造と PB商品

の浸透に関する傾向が変化している（浦上２０１４）。

浦上・矢作（２０１４）は、NBメーカーが NBと PBの組合せによって成長を目指すデュアル・ブラ

ンド戦略の事例研究を行い、デュアル・ブランド戦略の条件を、強力な製品開発力とブランド力にあ

ると述べた。強い製品開発力とブランド力によって、NBを PBから差別化し続けることができるた

めである。

しかし、事例における戦略は多様であり、その類型化や必要とされる経営資源の整理などが十分に

行われておらず、研究上の課題は多く残されている。また、NBの差別化を図るということは、PB

の浸透に対する NBメーカーの一般的な対応策でもある。

本稿の目的は、NBメーカーの PBに対する対応戦略やその研究上の課題を、Hock（１９９６）に基づ

いて検討することである。NBメーカーの PB対応戦略については、理論的な研究また実証的な研究

ともに限られている（Sayman and Raju２００７；Sethuraman２００９）。その中で、Hock（１９９６）は NB

メーカーの戦略代替案を広範囲に議論した数少ない一つである（Verhoef，Nijssen and Sloot２００２）。

この戦略代替案には PB製造受託も含まれている。したがって、これらの検討は、メーカーのデュア

ル・ブランド戦略の検討にもつながると思われる。

次章以降の内容としては、まず Hock（１９９６）の戦略代替案を修正し、次にそれぞれの代替案に基

づいて主に実証的な研究をレビューしながら検討を行っていく。

２．Hock（１９９６）の戦略代替案

Hock（１９９６）は戦略代替案を、NB商品を PB商品に対してより差別化またはより同質化する方法

として、品質と価格の２軸によって整理した。Hock（１９９６）自身、これらの代替案は網羅的なもの

ではないと述べており、またそれ以降においても、PBは発展し PB研究も進んでいる。したがって

修正すべき点も考えられるので、その点について説明する。図は修正後の各戦略代替案を位置づけた

ものである。

まず、「NBシェアの向上」と「NBポートフォリオの再構築」というカテゴリー全体に及ぶ代替案

を付け加えた。欧米では、PBの３層化また特定の価値テーマに基づくサブブランド PBが普及し、PB

比率が高まるとともに、PBポートフォリオが構築されつつある（Kumar and Steenkamp２００７；矢作

２０１４a）。この動きに対して、NBもカテゴリー全体のポートフォリオの再構築が求められるように思

われる。

次に、Hock（１９９６）には「価格に対するより多くの価値提供」という代替案があったが、これは

削除した。この例としてパッケージの改良等があげられていたが、それは「新製品と改良によるイノ

ベーション」に含めて考えて良いと思われる。

また、「待機し何もしない」という代替案も削除した。かつては、個人可処分所得と PB比率が負

の相関関係を持ち、経済変動によって PB比率が一定の幅の間を上下すると考えられていたので、

「待機し何もしない」という代替案も１つの選択肢であった（Hock１９９６）。しかし、経済縮小期に NB
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高品質

低品質

高価格 低価格

ＰＢ商品

ＮＢ商品

①ＮＢシェアの向上
②ＮＢポートフォリオの再構築

⑤価格差の縮小

③新製品と改良による
イノベーション

⑥フランカー・
　ブランドの導入

⑦ＰＢ
　製造受託

⑧高品質ＰＢ
製造受託

④広告等による
価値の向上

から PBに切り替える消費者の方が、経済成長期に PBから NBに切り替える消費者より多いことが

明らかにされた（Lamey et al．２００７）。したがって、「待機し何もしない」は、現在では合理的な選択

肢ではないと考えられる。

一方で、NB商品に対して、「広告等による価値の向上」を付け加えた。彼自身も広告による PBの

締め出し効果について言及しているためである（Hock１９９６，p．９６）。

戦略代替案は、カテゴリー全体に及ぶものと、NB商品それぞれに関係するもの、PB製造受託を

行う場合に分けられる。これらの活動は、排他的なものではなく、いくつもの活動を通じて PBに対

抗し、または PBと共存する。以下、代替案ごとに検討していく。

３．NBシェアの向上

NBメーカーは、カテゴリー内の NBシェアを高めることによって PBに対抗することが考えられ

る。シェアに関連する研究としては、カテゴリーにおけるメーカーの上位集中度が、PBの浸透を抑

える要因として実証されてきた（矢作１９７４；Connor and Peterson１９９２；Rubio and Yagüe２００９；浦

上２０１３）。しかし、シェアを高めることは、単純に PBの浸透を抑えるのではなく、PBの参入や浸

透を促す可能性がある。

Dhar and Hoch（１９９７）は、メーカーの上位集中度が高い場合、カテゴリーの異質性が低くなり、PB

は低価格で魅力的な選択肢を提示しやすくなり、PBにとって有利となると述べている。実際に、Scott

Morton and Zettelmeyer（２００４）は、カテゴリーごとに主要ブランドのシェアと PBの有無の関係を

調べ、シェアが高いほど、PBが存在することを実証している。また同調査においては、売上高対広

告費比率が高いほど PBが存在することも実証している。広告費比率の高いカテゴリーでは、小売業

における NBの粗利益率は低くなり、NBと PBの粗利益率の差は大きくなる（Ailawadi and Harlam

図 NBメーカーのPBに対する戦略代替案

出典）Hoch（１９９６）を修正。
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２００４）。

つまり、メーカーの NBシェアが高ければ、PBの浸透は一定程度に抑えられるものの、ポジショ

ニングのしやすさや NBの粗利益率の低さの面から、寡占化した小売業は逆に、PB導入や浸透の意

欲を高める可能性があると言える。主要な NBメーカーは、NBのシェアを高めるほど、PBに向き

合わなければならないと思われる。

４．NBポートフォリオの再構築

PBのポジショニングは、NBのポートフォリオによって影響を受けてきた。しかし、PBの製品ラ

インが広がり、NBに影響を与えるようになってきた。つまり、NBのポートフォリオの構築が課題

の１つになってきたと思われる。

PBのポジショニングとして、従来言われてきたことは、より強い NBに近づけることである。PB

の売上確保、また NBに対する交渉力を高めるためである。強い NBの市場シェアが高いほど、その

NBの代替物に位置づけられる傾向が示された（Sayman，Hoch，and Raju２００２；Scott Morton and

Zettelmeyer２００４）。

しかし、現実には必ずしも強い NBに近づける例ばかりではなかった。カテゴリーにおける NBの

品質の差別化（垂直的差別化）と製品バラエティの差別化（水平的差別化）の状況から、NBとの差

別化または同質化を目指す場合（Choi and Coughlan２００６）、あるいは２つの NBの中間やより弱い

NBを標的とする場合がある（Du Lee and Staelin２００５）。つまりは、NBのポートフォリオによっ

て、様々な PBのポジショニングが考えられたということである。

そして現在、PBの製品ラインは、３層化とサブブランド PBを持つまでに広がりつつある。この

ような PBラインの拡張に対して、Kumar and Steenkamp（２００７）は、NBのブランドや SKU（最小

在庫管理単位）を絞って戦うべきであると述べている。実際に NBはどのような影響を受けているの

であろうか。

Pauwels and Srinivasan（２００４）は、PBの導入による影響を、高品質 NBメーカーと２位価格層 NB

メーカーに分けて調べた。なお、高品質メーカーとは、シェア１位企業のことではない。高品質 NB

メーカーは、製品数を増加させ、平均小売価格を高め、シェアを高めていたのに対し、２位価格層 NB

メーカーは、大きくシェアを低下させていた。PBの導入は、品質・価格の程度が PBに近い NBに

大きな影響を与えていたのである。

一方、Geyskens，Gielens and Gijsbrechts（２０１０）は、消費者意思決定における文脈効果を利用し

て、低価格型 PBと高品質型 PBの導入による既存 NBへの影響を、実際の導入実験から調査した。

極端な選択肢の提示が中間の選択肢の選択確率を高めるという妥協効果から、低価格型 PBの導入が

標準型 NBのシェアを高めること、また選択されないような選択肢の提示が他の選択肢の確率を高め

るという魅力効果から、高品質 PBの導入が高品質 NBのシェアを高める可能性があると述べた１。

PBは、品質・価格の程度が近い NBにより影響を与えている。また、PB３層化の導入は、NBに

正の影響を与える場合もあるものの、そこには PBのブランド力など微妙な条件も作用しているよう

に思われる。そして、実際に PB製品ラインの品質・価格の程度は、各小売業によって異なる。その

ように考えると、NBメーカーとしては、PBポートフォリオに左右されない NBポートフォリオを

構築するより他はないのかもしれない。

１ 妥協効果、魅力効果については、竹村（２００４）参照。
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その際に参考となる１つの事例として、浦上・矢作（２０１４）は PBの浸透を防御していると思われ

る NBのライン拡張の例をあげている。マヨネーズ・メーカーであるキユーピーの長期間にわたる健

康訴求タイプのブランド拡張や、スナック菓子メーカーであるカルビーの多様な味の新製品を頻繁に

投入する製品ラインの拡張である。前者は長期的に一貫した品質の差別化を追求した例である。後者

は、１つの品質レベル内での製品バラエティの差別化を維持し続け、売場を面的に抑えていこうとす

る例である。品質の差別化と製品バラエティの差別化を区別した上で、長期的な差別化のポイントを

定め一貫して開発を続けることが重要と思われる。

ポートフォリオ構築の今１つの課題は、サブブランド PBへの対応である。イギリスの小売業は、

その情報力や商品開発組織を活かしてカテゴリー横断的なサブブランド PBを開発しており、それが

競争優位につながっている（藤岡２０１４、矢作２０１４a）。カテゴリー横断的であるために小売業の強さ

となるが、１つ１つのカテゴリーにおける売上金額は低いかもしれない。しかし、サブブランド PB

は、今後の商品開発のテーマや消費者の価値観を示しているので、メーカーとしてどのように対応す

るのか検討すべき課題と思われる。

５．イノベーション

イノベーション活動は PBの浸透に対抗する大きな手段であるが、PBの浸透がイノベーション活

動を不活発にすることも考えられる。その理由は、PBの浸透に伴う NB価格の低下が製品開発への

資源を抑制する可能性があるためである（Anselmsson and Johansson２００９）。また、NBメーカーは、

一度 PB製造受託を始めれば受託先小売業への依存度が高まり、PBの要望を聞いているうちに NB

への焦点が低下するためである（Quelch and Harding１９９６；Kumar and Steenkamp２００７）。PBの浸

透に伴い、イノベーション活動は活発化するのか、それとも抑制されるのだろうか。以下は実証分析

である。

Ward et al．（２００２）は、アメリカの食料品店１万１３００店における３２カテゴリーを対象に、１９９６年か

ら１９９９年のデータを用いて、カテゴリーごとに、PB比率の変化と１メーカー当たりの商品数の変化

の関係を調べた。３２カテゴリーのうち、有意な負の関係となったのが７カテゴリーで、有意な正の関

係が１カテゴリーであったことから、PBの浸透は、１メーカー当たりの商品数の減少につながる、

あるいは商品数と関係ないと述べた。

Anselmsson and Johansson（２００９）は、スウェーデンの３４食品カテゴリーを対象に、２０００年から２００４

年のデータを用いて、PB比率と新商品発売数の関係を分析した。PB比率そのものは新商品発売数

と関係がなく、PB比率の変化と新商品発売数の変化には正の相関関係があることがわかった。PB

の浸透に対して、NBメーカーのイノベーション活動が活発になったことを示している。

Martos−Partal（２０１２）は、１４２カテゴリーを対象に、２００４年から２００６年のデータを利用して、新商

品発売数と PB比率の関係がカテゴリーごとの市場条件に依存するかを調べた。市場条件とは、小売

パワー（PBシェアで測定）とカテゴリーの売上・利益という２つの要因で、小売業とメーカーの戦

略に関連する。４つのカテゴリーに分類して分析を行った。小売パワーが大きく売上・利益も大きい

カテゴリー、小売パワーが小さく売上・利益も小さいカテゴリーでは、PB比率と新商品発売数の関

係は認められなかった。理由は、前者では小売業が PBに取り組む意欲が最も高いこと、後者では

メーカーがコストの高いイノベーションではなく価格プロモーションや広告活動に取り組むことが考

えられた。それ以外の２つのカテゴリーでは、PB比率と新商品発売数には正の相関関係が認められ

た。市場条件の解釈に疑問が残るものの、市場条件に依存して、PBの浸透に対してメーカーのイノ
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ベーション活動が活発化することが示唆された。

上で述べたWard et al．（２００２）は、メーカー当りの商品数を被説明変数としているが、PB比率が

高まれば、低価格商品を中心に NB商品数は減少する可能性が高い。つまり、このことがイノベーシ

ョン活動の低下を示すものではないと思われる。したがって、メーカーのイノベーション活動は、PB

の浸透に対して、小売業のパワーなどの市場条件に影響を受けるものの、基本的には活発化すると考

えられる。ただ、市場条件については、さらに検討が必要である。製品ライフサイクルの違い（Mar-

tos−Partal２０１２）や、浸透する PBの内容によっても異なることが考えられる。模倣型 PBが多い場

合と高品質 PBが多い場合で、メーカーの商品開発を促す程度は異なると思われる。

PBの浸透に対し、市場条件に影響を受けるが、メーカーはイノベーション活動を活発化させる。

しかし、問題は、新商品発売数だけでは、実質的な効果を把握できていないことである。実質的な効

果とは、新商品の販売金額やシェアの向上である。PBの浸透に対して、イノベーション活動が活発

になり、長期的に NBのシェアは回復しているのであろうかという視点である。また、新商品の内容

も確認したい１つの指標である。例えばイノベーションの程度として、①模倣、②商品ラインの拡

大、③新しい形態または新しいサイズ、④新しい製法、⑤新しいパッケージ、⑥革新的な製品、⑦創

造的な製品、といった分類が考えられる（Anselmsson and Johansson２００９）。全ての新商品に対し

て、上の分類を行うことは難しいかもしれないが、より革新的または創造的な程、PBへの対抗とな

る。イノベーションの程度における何らかの変化を見ることは重要である。

なお、高品質 PBがもたらす製品開発については、後で述べる。

６．広告

広告については、カテゴリー別の PB浸透に関する研究の中で、PBの浸透を抑制する要因として

実証されてきた（Cook and Shutte１９６７；Connor and Peterson１９９２；Hoch and Banerji１９９３；Rubio

and Yagüe２００９；浦上２０１３）。

広告をはじめとしたブランド構築の結果、NBは PBに比べ価格プレミアムを得ている。Apel-

baum，Gerstner and Naik（２００３）は、『消費者レポート』の７８カテゴリーのデータを用いて、PBの

平均品質が NBのそれを上回っている２２のカテゴリーでさえ、NBは２９％の価格プレミアムを得てい

ることを明らかにした。PBと NBの品質が同程度の場合には、NBが３７％の価格プレミアムを得て

いると推測した。広告だけがブランド構築につながっているわけではないが、広告等による効果が確

認できたことになる。

７．価格

大手 NBメーカーは、PBに対抗するために、または PBからシェアを取り戻すために NBの価格

を引き下げてきた（Steiner２００４；Keller２００８）。しかし、価格の低下が、どの程度 PBに対抗してき

たのかは定量的な調査では明らかになっていない。

カテゴリー横断的に、NBと PBの価格差と PB比率の関係を調査すると、負の相関関係になるこ

とが多い。つまり、価格差が小さいほど、PB比率が大きくなるという通説と異なる関係である。こ

れには様々な要因が考えられるが、PB製品の品質が見落とされていて、PB比率が高いカテゴリー

は、PBの品質も高く、価格差が小さくなるという場合がある（Sayman and Raju２００７）。

したがって、時系列の調査が望まれるが、複数のカテゴリーを調べた調査によると、PBの浸透と
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ともに、NB価格が上昇するという場合も少なくない（Ward et al．２００２；Bonfrer and Chintagunta

２００４）。前にも述べたが、Pauwels and Srinivasan（２００４）によると、高品質 NBメーカーは、PBの

参入とともに価格を引き上げ、シェアを高めているのである。

NB全般と PBを比べると、市場セグメントが異なるため、交差価格弾力性は非対称であり、NB

メーカーは価格引き下げによって PBからシェアを奪うことは難しい（Baltas，Doyle and Dyson

１９９７）ため、NBも品質・価格の程度で区分して考える必要がある。PBの参入や浸透に対して、高

品質 NBメーカーは逆に価格を引き上げる場合がある一方で、品質・価格の程度が低いメーカーは価

格を引き下げざるを得ないと考えられる。また、シェアの高い主要な NBメーカーの行動は定量的に

は明らかになっていないが、シェアを維持または取り戻すために、PBとの価格差を一定の範囲内に

抑えている企業がある（Keller２００８）。

価格プロモーションにおいても同様に、単純に価格競争が引き起こされるわけではない。複数のカ

テゴリーを調べたWard et al．（２００２）によると、PB浸透に対して、価格プロモーションまた非価格

プロモーションはともに減少するまたは関連がないという結果であった。

プロモーションが減少する１つの考え方として、Wu and Wang（２００５）が示したモデルは、NB

メーカーが PB製造受託を行う場合を想定しており興味深い。PB製造受託を行った NBメーカーは

プロモーションのインセンティブが低下するが、他方のメーカーも PB導入の影響で売上が低下し、

プロモーション資源の低下によりインセンティブが低下する。互いにプロモーションを行わなくな

り、小売業も含めたチャネル全体の利益が高まることを示している。単純に他社がプロモーションを

行わなくなるとは思えないが、主要な NBメーカーが PB製造受託を行い、プロモーションを行わな

くなれば、他社に対する影響力からカテゴリー全体のプロモーションが低下する可能性はあるように

思われる。

８．フランカー・ブランド

フランカー・ブランドとは、低価格・低品質によって、PBを締め出す、または PBの高質化を妨

げるための商品である（Hock１９９６）。フランカー・ブランドについては定量的研究のみならず事例

研究も少ない。その理由は、フランカー・ブランドが、基幹 NBブランドを守り、PBに対抗すると

いう困難な課題を背負っているため、事例が少ないことが考えられる。

Quelch and Harding（１９９６）は、P&G社がフランカー・ブランドを打ち切った例をあげ、フラン

カー・ブランドによって利益を出すことは難しいと述べている。Verhoef，Nijssen and Sloot（２００２）

は、オランダのメーカーに対する調査から、フランカー・ブランドは PBに対する直接的な攻撃であ

るため導入されにくいと述べている。

一方、Nasser，Turcic and Narasimhan（２０１３）は、モデル分析によって、フランカー・ブランド

などを選択肢とした PBへの対抗策がメーカーの能力を軸に変わることを主張した。メーカーのコス

ト優位性が低い場合には既存 NBの価格と品質の調整で対応するが、コスト優位性が高い場合にはさ

らに差別化能力の程度で対抗策は分かれる。差別化能力が低い場合には PB製造受託を行い、差別化

能力が高い場合には、PB製造受託は他社に任せて既存 NBの調整とフランカー・ブランドの導入を

行うと述べた。

しかし、現実的には、PB製造受託とフランカー・ブランド導入は、排他的な選択肢ではないと思

われる。浦上（２０１４）は、基幹商品の値上げとともに、PB製造受託の開始とフランカー・ブランド

の導入を行った即席麺メーカーの日清食品の事例をあげた。基幹商品の値上げを行った場合には、PB
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が導入できない小売業の中でのシェアを低下させないためにも、フランカー・ブランドは必要である

と思われる。

フランカー・ブランドは、常に他のブランドに影響を受けるため、長期間にわたり安定的に観察さ

れることが難しいのかもしれない。そのため、重要性や役割が十分に明らかになっていないように思

われる。

９．PB製造受託

（１）PB製造受託の目的と先行要因

PB製造受託には様々な目的が期待される。①工場稼働率の向上、②販路の確保、③ NBと PBを

合わせたシェアの向上、④他メーカーの PB製造受託阻止、⑤小売業との関係強化、⑥ブランド・

ポートフォリオの再構築、⑦製品開発力の強化、⑧ PBを利用した新たなチャネルへの参入、⑨ PB

のコントロール（Dunne and Narasimhan１９９９；Gómez and Benito２００８；Gooner and Nadler２０１２；

浦上２０１４；浦上・矢作２０１４）などである。少し補足すると、ブランド・ポートフォリオの再構築と

は、例えば NBの価格を引き上げるために PBの導入を行う場合である。PBのコントロールとは、

例えば受託することによって自社に不利とならないような PBに仕向ける場合である。

PB製造受託の意思決定は、いくつかの目的に対する期待と PB製造受託に伴うコストが考慮され

て行われると考えられる。コストは、PB製造受託が NBと PBという２つの異なる事業における製

造活動と流通活動にまたがるものであるため、複雑な影響を受ける。

コストについて、Quelch and Harding（１９９６）や Kumar and Steenkamp（２００７）は、長期的な NB

に対する負の影響、例えば NB事業戦略の混乱や受託先小売業への依存度の向上に伴う営業面のマイ

ナスなどを重視している。したがって、PB製造受託に否定的である。一方、Dunne and Narasimhan

（１９９９）は、PB製造受託の継続性や自社 NBへの影響といった懸念に対して、PB製造受託をどこま

で行うのかという明確な基準を持つことによって、その効果を得ることができると言う。

いずれにしても、PB製造受託の効果やコストについては、長期的な観点から確認することが必要

と思われる。NB事業戦略にどのような影響があったのか、受託先小売業や他社小売業との関係がど

のように変化したのかなどである。

なぜ PB製造受託が行われるのか、先行要因に対する研究はほとんど行われていない。メーカー自

身に関連する先行要因としては、これまで述べてきたように、PB製造受託の目的、NBメーカーの

競争地位や規模、マーケティング能力（負の影響）などが考えられる。競争地位や規模については、

Gómez and Benito（２００８）は、スペインのメーカーへの調査から、リーダー企業は交渉力の強化や PB

商品のコントロールという戦略的な目的のために製造受託を行っているのに対し、それ以下の企業は

生き残りのためであると述べた。

その他の先行要因としては、PB製造受託を長期的に続けていくためには、マーケティング以外の

機能も重要と考えられる（Baltas１９９９）。その機能とは生産システムや研究開発である。生産システ

ムと NB・PBの適合性については、PBを含めた生産システムには、固定費が低く中小ロットでも柔

軟に生産できるバッチ・システムが向くが、NBだけの生産システムであれば、ラインまたは継続的

フロー・システムが向くと考えられる（de Jong and Limpens２０１１；Nasser，Turcic and Narasimhan

２０１３）。また、研究開発については、マーケティング能力に比べて相対的に研究開発能力が高い企業

が PBを受託しやすいと考えられる（Verhoef，Nijssen and Sloot２００２）。
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（２）PB製造受託の効果に関する実証的な研究

PB製造受託の効果に関する実証的な研究は非常に少ない。多数の PB製造受託メーカーを対象に

した定量的調査が難しいため、限られたデータを利用し工夫して行われていることがわかる。PB製

造受託の目的に関するものと、PB製造受託の収益性に関するものがある。簡単に紹介する。

まず、工場稼働率の向上に関する研究である。Cook and Schutte（１９６７）は、余剰生産能力を推計

し、PB比率との関係を調べたが関係は認められないとした。余剰生産能力は、現実の生産量の変動

を基準に可能生産量から求めたが、年毎の変動が大きくなったため、PB比率との関係が認められな

かったものと思われる。しかし、メーカーへのアンケート調査をみると、余剰生産能力の活用は PB

製造受託の効果であると答える企業は多い。その割合は、わが国では食品メーカー１５７社に対し７５．８％

（食品需給研究センター２０１０）、スペインでは同様の調査で１６１社に対し５０．６％（Gómez and Benito

２００８）であった。PB製造受託の効果としてよくあげられるものだけに、実証的な研究が望まれる。

次に、小売業との関係強化についてである。ter Braak et al．（２０１３）は、ドイツとスペインのディ

スカウンターであるアルディとメルカドーナの取扱商品を対象に、メーカーの PB製造受託が小売業

との関係強化につながることを実証した。PB製造受託がそのメーカーの NBの陳列確率を高めてい

たのである。また、メーカーの市場パワーと NBの陳列の関係については、アルディでは認められな

かった。アルディのような NBが絞り込まれたディスカウンターの場合、市場シェア１位などのメー

カーが陳列されやすいと考えられるが、そうではなかったということになる。限られた業態における

調査であるが、示唆に富んだものと思われる。

最後に、PB製造受託の収益性についてである。Chen et al．（２０１０）は、ある主要な都市部におけ

る牛乳カテゴリーを対象に、メーカー２社が上位５社の小売業に対して、同質化している PBを製造

する場合の売上・利益のシミュレーションを行った。その結果、PBを新たに製造したメーカーは、NB

とのカニバリゼーション、既存 PBとの激しい競争にもかかわらず、カテゴリーの利益を高めた。つ

まり、NBメーカーは、同質化している PBであっても利益を得るという結果を得た。

１０．高品質PBの製造受託

高品質 PBは、模倣型 PBではないためメーカーの製品開発力の強化や利益の拡大につながる可能

性がある（Dunne and Narasimhan１９９９）。

Omta and Fortuin（２０１４）は、高品質 PBプロジェクトをオープン・イノベーションと考え、高品

質 PB、伝統的低品質・低価格 PB、NBの３つのイノベーション・プロジェクトを比較した。対象は

オランダの大手加工食品メーカーにおける２０のプロジェクトである。高品質 PBは、早期の顧客（小

売業）関与があるために、NBに比べて製品の新規性では劣るが、優越性では優っていること、また

市場可能性による競争優位への貢献、社内資源との適合性も高いと結論づけた。つまり、高品質 PB

の製品開発の特徴、メーカーにとってのリスクの低さが確認できたのである。

de Jong and Limpens（２０１１）は、ヨーロッパにおける PB市場の拡大と変化を指摘している。PB

製造業者は規模拡大し、その原材料サプライヤーやパッケージ・メーカーの専門性が重要となってき

ており、一部のカテゴリーでは、小売業が希少性のある原材料サプライヤーと直接に取引を行う場合

があるという。わが国のセブン－イレブン・ジャパンも、サプライヤーを組織化し、商品開発、原材

料の共同仕入れ、品質管理の統一を行っている（矢作２０１４a）。今後ますます、小売業者の PB開発

の組織や仕組みが発展すれば、小売業者とメーカーが１対１で PBの製造受委託を行うという関係は

少なくなるかもしれない。
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高品質 PBの製品開発組織や過程においては、小売業がますます主導権を発揮していくと思われ

る。高品質 PBはメーカーにも効果をもたらす可能性は大きいが、メーカー自身がコントロールでき

る余地はより少なくなるように思われる。

１１．まとめ

本稿では、NBメーカーの PBに対する対応戦略やその研究上の課題を、Hock（１９９６）の戦略代替

案に基づき検討してきた。まずは、その要点をまとめ、その後に検討できなかった課題について述べ

たい。

PBラインの３層化やサブブランド PBが普及しつつある中で、NBポートフォリオの再構築は新

たな課題と考えられる。ただ、PBラインの品質・価格の程度は、各小売業によって異なることか

ら、PBポートフォリオに左右されないような NBポートフォリオの構築を目指す他はないのかもし

れない。その際の１つの考え方として、品質の差別化と製品バラエティの差別化を区別した上で、長

期的な差別化のポイントを定め一貫して開発を続けることが重要と思われる。また、サブブランド PB

への対応も検討すべき課題の１つである。

イノベーションについては、既存研究はその活動を新商品発売数でとらえていた。実質的な効果と

して、新商品販売金額やシェアでとらえ、長期的に NBシェアの維持または回復につながっているの

かという視点が必要である。また新商品におけるイノベーションの程度を確認することも重要であ

る。広告等については、そのブランド構築活動は NBの価格プレミアムにつながっていた。

価格差の縮小については、全てのメーカーが価格を引き下げて対応するわけではない。高品質メー

カーは価格での対応を行わないが、品質・価格の程度の低いメーカーは価格を引き下げざるを得な

い。また、PBとのブランド力を考慮して、価格差を設定し維持することが重要と思われる。

フランカー・ブランドに関する研究は少ない。長期間にわたり安定的に観察されることが難しいと

思われるので、その重要性や役割が十分に明らかになっていないように思われる。

PB製造受託には様々な目的が期待されるが、その先行要因や効果に関する実証的な研究は非常に

少ない。特に、その効果や影響については、NB事業戦略への影響や受託先小売業との関係変化など

が予想されることから、長期的な観点から把握することが重要である。また、高品質 PBはメーカー

にも効果をもたらす可能性はあるが、その製品開発組織や過程においては小売業がますます主導権を

発揮していくものと思われる。

なお、これらの代替案は排他的なものではない。どのような組合せによって、より効果を発揮する

のかということも検討課題の１つである。また各代替案の検討から、NBメーカーの対応は長期的な

観点から把握すべきであることが理解できた。PB浸透の影響はすぐに現れるわけではなく、メー

カーの対抗策構築にも時間がかかるためである。

最後に、Hock（１９９６）の戦略代替案の枠組みでは検討できなかった課題を指摘しておきたい。１

つ目は、PB製造受託の目的であげた PBを利用した新たなチャネルへの参入と関係するが、PBとチ

ャネル管理の問題である。これまでの検討における対象は、１つのカテゴリーで１つの小売業態やチ

ャネルを想定してきた。しかし、異なる業態やチャネルに応じて、NBや PBまた専用商品を使い分

けているメーカーもある（矢作２０１４b；浦上・矢作２０１４；Kumar and Steenkamp２００７）。チャネ

ル・コンフリクトが発生する可能性もあるが、適切に使い分けることによって、シナジー効果も期待

できる。まさに、デュアル・ブランド戦略の１つの課題である。

２つ目は、PB専業メーカーについてである。デュアル・ブランド戦略の対象は当然に NBメー
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カーであるが、PB製造受託における競争相手は PB専業メーカーである場合もある。PB専業メー

カーは、小売業との協働に経営資源を集中できるので PB製造受託に向いているという（de Jong and

Limpens２０１１）。NBメーカーの PB製造受託の効果や限界などを理解するためにも、PB専業メー

カーにおける競争力の源泉についての研究が必要かもしれない。

３つ目は、NBメーカーによる PB製造受託の普及が、流通構造を効率化する可能性についてであ

る。これまで NBメーカーの戦略レベルに焦点を当ててきたが、今後の大きな研究課題として、メー

カーと小売業の PB製造受委託と流通構造の効率化というテーマがあることを指摘しておきたい。例

えば１つには、大手 NBメーカーと大手小売業が取引を行う際のチャネル全体の利益は、PBの導入

によって改善される可能性がある。いわゆる二重マージン問題の改善である（Mills１９９９）。また１つ

には、NBメーカーを、NBメーカーと広告などを行わない PB専業メーカーに分化させていく可能

性である（Baltas１９９９）。また前に述べたが、主要な NBメーカーの PB製造受託がカテゴリー全体

のプロモーションを削減し、チャネル全体を効率化する可能性である（Wu and Wang２００５）。
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